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令 和 ８ 年 ３ 月 ９ 日 

不動産・建設経済局建設業課 

 

入札契約適正化キャラバンの実施結果を公表します 

～市区町村の週休２日工事の導入と拡大が着実に進展～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 国土交通省では、入札契約の改善の加速化のため、各地方整備局等において、取組が遅

れている管内市区町村に対し、直接、個別訪問等による働きかけを実施しています。 

令和７年度は週休２日工事の実施を重点テーマに、都道府県と連携のうえ、全国１１６

の市区町村に直接訪問等を行い、フォローアップを実施した結果、働きかけの対象となっ

た全ての団体において、令和７年度または令和８年度中の週休２日工事の実施が見込まれ

る結果となり、本取組の目的である週休２日工事の導入及び拡大の加速化が図られました。 
 
 
【令和７年度 実施結果概要】 
 
１．重点項目 

市区町村における週休２日工事の実施 

 

２．対象自治体 

全国計 １１６団体（週休２日工事実施率の低い地域を中心に実施） 
 

３．実施時期 

令和７年９月～令和８年２月 
 

４．実施結果（本取組による効果） 

対象となった１１６団体全てにおいて、令和７年度または令和８年度中の週休２日工事

の実施が見込まれることを確認 

 

＜問合せ先＞ 

不動産・建設経済局 建設業課 入札制度企画指導室 酒井、的野 

 代表：03-5253-8111（内線24723、24725）、直通：03-5253-8278 

各地方整備局等において、入札契約の取組が遅れている管内市区町村に対し、直接、

個別訪問等により改善を後押しする「入札契約適正化キャラバン」について、令和７年

度の実施結果をとりまとめましたので、その内容を公表します。 

令和７年度は週休２日工事の実施を重点テーマに、全国１１６団体に対して実施し、

対象となった全ての団体において、令和７年度または令和８年度中の週休２日工事の実

施が見込まれる結果となりました。 



R7.12.16 週休２日を適用した河川改良工事発注（公告）
・工期や工事規模を鑑み、比較的導入しやすい工事から適用
・発注者指定型で導入し、週休２日の実効性を確保

令和７年度入札契約適正化キャラバン実施結果 地方整備局等による働きかけの効果

○各地方整備局等において、週休２日工事を実施していない市区町村を中心に、全国計116団体に対し、個別
訪問等による働きかけを実施 （令和７年９月～令和８年２月）。 注）働きかける内容及び手法は各市区町村の取組状況等による差異あり。

○働きかけの対象となった全ての団体において、令和７年度または令和８年度中の週休２日工事の実施が見込
まれる結果となり、市区町村における入札契約の取組改善が加速化。

注）実施対象となった団体の取組の一例であり、各ブロックや対象団体により内容は異なる。

●令和７年度 キャラバン実施地域及び実施結果

キャラバンにおける中部地方整備局の説明資料(抜粋)

R7.9.9 キャラバンの実施
・直接、個別訪問による働きかけ（岐阜県との合同実施）
・週休２日工事の実施見込みや課題についてのヒアリング、関連
法令・制度に関する説明や積算方法に関する助言等

⇒導入に向けた意向や課題を確認し、必要な支援を実施

R7.11.21 週休２日工事実施要領策定、公表（12.1~施行）

全国計 116団体（市区町村）＊

＊キャラバン開始当初にR７週休２日工事実施率70％未満が見込まれた都道府県域及びR６
同実施率30％未満の都道府県域のうち、週休２日工事未実施の市区町村を中心として実施。

九州地方整備局
15団体

内閣府沖縄総合事務局
10団体

四国地方整備局
７団体

中国地方整備局
10団体

近畿地方整備局
16団体

東北地方整備局
９団体

北海道開発局
13団体

北陸地方整備局
２団体

中部地方整備局
５団体

関東地方整備局
29団体

R7.10.10 フォローアップの実施
⇒導入に向けた進展状況を確認し、実現を後押し
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全対象団体でR７~８年度中の週休２日工事実施見込みを確認

●キャラバン実施と週休２日工事導入の流れ（例）

◎岐阜県八百津町の導入例（中部地方整備局）

週休２日工事実施要領の公表(八百津町HP)
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＊令和７年度入契法等に基づく入札・契約手続に関する実態調査（R7.6.1時点）より

・R７年度週休２日工事未実施の市区町村は全体で 393/1721団体（実施率 77.2%）＊
・今回のキャラバン対象の116団体のうち、
78団体で新たに週休２日工事の導入が見込まれ（単純加算で実施率約5%の引上げ効果）、
38団体で既に導入した週休２日を適用する対象工事の拡大等が見込まれる。


